
知恵を出し合って

―現在の業務実施体制についてお
聞かせください（4月中旬段階）。
　３月の最終週から管理本部・技
術本部・取締役員の各部門で当番
制を敷き、部門別に少なくとも１
人は出社して連絡・調整業務など
に当たらせている。それ以外は原

則在宅勤務が続いている。
　現在、主力を置く政府開発援助
（ODA）の主契約案件は、国際
協力機構（JICA）の調査、技術
協力プロジェクト関連で契約交渉
中１件を含む４案件、構成員参加
では約10件の実施に当たってい
る。このほか円借款、世界銀行案
件などを実施しているところだ。

JICAの予算ひっ迫問題の煽りを
受け減収傾向にあったが、回復基
調となった矢先に新型コロナウイ
ルスの感染拡大が起きてしまい、
経営環境の厳しさは続いている。

―主に国内業務に携わる親会社の
日本水工設計（株）との連携はどう
取られていますか。

重要なポスト・コロナの青写真作り
日本テクノ（株）の新川勝樹社長に聞く

2
水分野に高い専門性を持ち、近年は世界銀行案件に取り組むなど事業領域の拡大を図る日本テクノ（株）。新川勝樹社長に新
型コロナウイルス感染拡大の影響と当面の課題を聞いた。

とが、開発コンサルタントの大き
な役目になっていると思う。

海外M/Mの追加措置も

―開発コンサルティング企業の経
営問題も懸念されます。
　国際協力機構（JICA）の資金
ショート問題から回復し、今年こ
そという局面だっただけに、これ
は大変な問題である。ただ、
JICAの危機感も相当に強く、コ
ンサルタント契約について非常に
柔軟に考えていただいている。背
景には、パートナーとなる会社が
なくなってしまうかもしれないと
いう危機感があるのだと思う。
　現在取り組んでいるアフリカの
３案件については、国内業務への
振り替えを行っており、そこにマ
ンマンス（M/M）を付けていた
だいている。当社は現場を重視す
る観点から、国内の仕事はある意

味サービスと捉えて自社負担で行
ってきた。だが現在は、研修マニ
ュアルの作成など必要な業務につ
いてはリーズナブルな形でM/M
を積み上げている。とはいえ税金
を使わせていただいている以上、
無駄な積み上げはできない。
　また、各プロジェクトで現地ス
タッフの雇用や、事務所の維持に
かかる経費など一般業務費が発生
する。今回は一般業務費の原価部
分も精算対象になっており、非常
に柔軟に対応していただいている。

―国内業務への振り替えに伴う海
外業務のM/Mの不足分については、
追加措置も検討されています。
　私たち開発コンサルタントの持
ち場は、あくまでも開発途上国の
現場であり、そうした踏み込んだ
措置は是非お願いしたい。
　日本での感染が終息に向かった

としても相手国の状況によっては
動くに動けない状態が続く。治療
薬やワクチンの開発を待って再開
という流れになるのか、先行きは
まったく不透明だが、希望を持っ
てまずは今出来ることを着実に進
めていきたいと考えている。

―ポスト・コロナを考える時、政
府開発援助（ODA）の機能、目的も
一変しているかもしれない。
　戦後復興支援に近い形になるの
ではないか。国のリハビリととも
に、もっとも脆弱な人々の生活・
経済基盤の確保が重要になるはず
だ。利便性を追求する大型のイン
フラ整備から、安全な水や公衆衛
生、食料など人の命を守り、平和
な暮らしの確保を主眼とした支援
に完全に比重が移るだろう。
　当社もその時のため、準備を進
めていかなければならない。

国内から現場を支える

―大野社長は３月下旬、ウガンダ
から帰国されました。
　現地を発ったのは、首都カンパ
ラの国際空港が閉鎖される前日の
ことだった。帰国後は２週間自宅
待機し、その後は会社で２月下旬
より実施しているテレワークを自
分も続けている。他の社員につい
ても同じ対応をとらせている。

―御社が技術協力プロジェクトを
実施しているウガンダ、ソマリア、
ナイジェリアの３月時点の状況は。
　ウガンダ、ソマリア、ナイジェ
リア、南スーダン各国の首都はほ
ぼロックダウン（都市封鎖）状態
にあり、国境も閉鎖されていた。
直前まで滞在していたウガンダは、
夜は戒厳令が敷かれ、公共交通機
関の使用も制限されていた。
　また、レストランなどの飲食店

はテイクアウトのみの営業となっ
ていた。今後は解雇などによる雇
用不安が高まる可能性もあり、さ
らには治安の急激な悪化を引き起
こすかもしれない。在宅勤務を続
けるJINの現地スタッフは、「カ
ンパラ市内は平穏を保っているも
のの、今後、感染による死者が増
えていけばどうなるか予測はつか
ない」と懸念を示している。
　現状、感染者数はまだ限られて
いる。だが、医療体制は極めて脆
弱であり、病院のベット数も非常
に少ない。爆発的な感染が起こっ
たら、と考えると不安で仕方がな
い。共に仕事をする現地スタッフ
には、緊急時のために消毒液やマ
スク、食料などをあらかじめ確保
しておくように、と伝えている。

―協力期間の長い技プロでは、コ
ロナ危機下、どう現地の活動を支え
ていますか。

　何より大事なことはコミュニケ
ーションを絶やさないことだ。言
葉の絆が途絶えてしまえば、現地
関係者の気持ちは萎えてしまうし、
モチベーションの低下は避けがた
いものになる。メールやスカイプ
などを有効に使い、「私たちは日
本でこういう準備をしている」、
「研修の内容はこうしよう」、
「状況が良くなったら早く再会し
よう」と呼びかけを続けている。
アジアやアフリカなどで展開する
協力プロジェクトの一つひとつで、
“希望の架け橋”を架けていくこ

現地とのコミュニケーションを絶やさずに
アフリカで技術協力プロジェクトを推進する（株）JINの大野康雄社長に聞く
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コネクテッドカーによる道路メンテ事業を展開
PCKK、OCG、ソフトバンクの３社が米国に合弁会社設立

3

ECFAが開発コンサルティング基礎研修を実施
緊急事態宣言下、オンライン方式で約80人が受講

4

新型コロナウイルスの感染拡大は、国際協力現場にも大きな影響を及ぼしている。３月下旬、アフリカから緊急帰国した開発コ
ンサルタント、（株）JINの大野康雄社長に現地の状況と、これまでの取り組みを聞いた。

（株）JIN
代表取締役社長 大野 康雄氏
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